自治基本条例策定市民会議第２期の論点について

前期の論点（市民、条例の位置づけ）

１　条例の目的と位置づけ

	　　　　　　　


（1） 自治基本条例の目的

――市民自治の確立とそれに基づく市政の実現――
· 自治の基本理念

「市政の主人公は市民である」ことの共通認識の形成

国民主権（憲法前文）
· 地方自治の本旨（憲法９２条）の実現

　　　　団体自治は一定程度進むも住民自治はまだ不十分

· 市政運営の基本原則　
分権改革によって市は国、県と対等になった（自治法第１条の２）
国の政策、方針に従う市政から、市民を起点とする市政へ

市民福祉の増進（自治法第１条の２）実現への道

　　

　　　　　　市民主権確立のために、市民、議会、市長・行政の新しい在り方

（２）自治基本条例の位置づけと最高規範性

　　・　自治基本条例の中で最高規範性をどう位置づけるか

　　・　市の他の条例に自治基本条例が本市の最高規範であることをどう位置づけるか

　　・　自治基本条例の施行体制をどうするか

　　・　条例施行後のチェック体制をどうするか
２　市民自治確立（目的達成）の理念と手法

（１）　情報の公開と共有・・・市民自治の前提条件

	情報公開条例・個人情報保護条例


　　　　　　　　　　　　　　　      

（２）　市民参加の在り方・・・計画段階からの参加
	（仮称）パブリックコメント条例

まちづくり条例　　景観条例

開発事業等手続き及び基準条例　　建築協定条例

男女共同参画条例


　　　　　
（３）　多様な主体との協力協働・・市民活動・運動、ＮＰＯ，自治町内会

（４）　長（行政）の在り方・・・市民自治の原則の尊重、多様な市民参加

　　　　　　　　　　　　　　　　行政の活性化、行政水準の向上等

　　　　　　　　　　　　　　　　（具体的には　行政の項目で検討）

（５）　職員の在り方・・・市民に奉仕する職務の自覚、市民自治の確立義務

（６）　議会と議員の在り方・・市民自治の原則に基づき責務を果たす、議会への市民参加
　　　　　　　　　　　　　　　　　（具体的には　議会の項目で検討）

（７）　公正と信頼の確立・・・清潔・公正

（８）　そのための複合的制度の活用とわかりやすい制度

（９）　市民（住民）投票条例をどう捉えるか

　　　　　　　　　　　　・・・住民投票条例を設けるか

　　　　　　　　　　　　・・・どのようなテーマが住民投票になじむか

　　　　　　　　　　　　・・・住民投票条例の投票者の要件は

３　用語の定義

　　自治基本条例での用語定義について

（１）　市民　　　

・　居住する住民だけにするのか

　　　　　　　　　・　鎌倉で働く人、学ぶ人も含めるのか

　　　　　　　　　・　鎌倉で事業を行っているか活動している団体・法人等を含めるか　　　
　　　　　　　　（参考　　他市の条例での規定　　別表にまとめてある）

（２） 参加　　　

・　参政権は当然

・　自治法上の長・議員の解職請求権、直接請求権

・　行政不服審査法、行政訴訟法の規定

・　その他法や条例に規定されているもの

・　政策策定課程への参加

・　政策評価への参加

・　その他　市政への参加

（３）　協働

　　　　　　　　　・　協働の概念とは

　　　　　　　　　・　行政・議会と対等平等の関係と位置づけるか

　　　　　　　　　（参考　　他市の条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　県の協働の考え方・・行政と県民が同じ目的を持つ施策で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協力

　　　　　　　　　　　　　　　　　県の自治基本条例研究会　新藤宗幸の議論　主権は市民にあるから行政と協働という概念はおかしい

　　　　　　　　　　　　　　　市の協働概念のまとめ）
（４）　市民の権利と責務　

　　　　　　　　　・　市政に参加する権利

　　　　　　　　　・　市民としての責務をどうするか

第２期後期の論点のイメージ

１　行政

　　　　　　　　　　　市長の責務　　　　行政の責務　　職員の責務

　　　　　　　　　　　総合計画

　　　　　　　　　　　財政の在り方

　　　　　　　　　　　法務の在り方（法の自主解釈を含む）

　　　　　　　　　　　政策評価をどうするか

　　　　　　　　　　　外部監査　オンブズマン制度

　　　　　　　　　　　附属機関の在り方、

　　　　　　　　　　　第３セクターの在り方

２　議会　　

　　　　　　　　　　　議会の役割と責務

　　　　　　　　　　　議員の責務　

　　　　　　　　　　　議会と長の在り方

　　　　　　　　　　　議会と市民の関係　　情報公開、市民参加

　　　　　　　　　　　議会基本条例

３　コミュニテー

　　　　　　　　　　　地域住民組織　町内会自治会の位置づけ

　　　　　　　　　　　市民活動の在り方と参加

　　　　　　　　　　　政策策定作業への関わり

　　　　　　　　　　　企業等団体との関係

　　

前文については個別課題討議終了後討議の中で出されたものを参考にしながら考えていきたい。
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